
●平成28年度　一般会計予算（歳入） （単位：千円、％）

28年度 27年度

  1 市税 10,193,599 10,018,810 1.7 25.3 27.1
市民税や法人税、固定資産税など、市民の皆様に納め
ていただく税金です。歳入予算の約4分の1を占めていま
す。

  2 地方譲与税 142,616 141,933 0.5 0.4 0.4
国が徴収する国税のうち、一定の基準で県や市町村に
譲与されるものです。

  3 利子割交付金 14,305 18,460 ▲ 22.5 0.0 0.0
県に納められた利子割税額のうち、約5分の3が市町村
に按分して交付されます。

  4 配当割交付金 30,005 23,189 29.4 0.1 0.1
株式などの配当に係る県民税のうち、3分の2程度が市
町村に交付されます。

  5 株式等譲渡
    所得割交付金

  6 地方消費税

    交付金

  7 自動車取得税

　　交付金

  8 国有提供施設等
　　所在市町村助成
　　交付金

  9 地方特例交付金 20,323 20,323 0.0 0.0 0.1
住宅借入金特別税額控除による減収を補てんする減収
補填特例交付金が国から市町村へ交付されます。

 10 地方交付税 5,492,399 5,228,742 5.0 13.7 14.2

全国の市町村が行政サービスを一定の水準で行えるよ
うに、国が交付する財源です。合理的基準で算定される
普通交付税と、特別な事情を考慮して交付される特別
交付税があります。

 11 交通安全対策

　　特別交付金

 12 分担金及び

　　負担金

 13 使用料及び

　　手数料

 14 国庫支出金 9,960,420 8,360,829 19.1 24.8 22.7

市の事業に対して国から交付される補助金などを国庫
支出金といいます。児童手当などの国庫負担金、公園
整備事業費などの国庫補助金、国民年金事務交付金な
どの国庫委託金があります。

 15 県支出金 4,908,702 4,985,499 ▲ 1.5 12.2 13.5
県が特定の事務事業に要する経費の財源として市町村
に交付するものです。国庫支出金と同様に負担金、委
託金、補助金に分類されます。

 16 財産収入 346,051 151,973 127.7 0.9 0.4
宜野湾市が所有する財産のうち、公用若しくは公共用に
供された財産を除いたものから生じた収入をいいます。
軍用地料、株式配当金、基金利子収入などがあります。

 17 寄附金 110,845 35,800 209.6 0.3 0.1 市民の方々や団体などからいただいた寄附です。

 18 繰入金 2,771,570 2,808,754 ▲ 1.3 6.9 7.6
基金からの繰入金や、特別会計の剰余金の全部又は
一部を一般会計の財源に充てる特別会計繰入金をいい
ます。基金とは市の貯金です。

 19 繰越金 1 1 0.0 0.0 0.0
予算であまった剰余金は、翌年度の財源へ繰り越され
ます。

 20 諸収入 212,106 322,700 ▲ 34.3 0.5 0.9
他の予算科目には組み入れることのできないもので、利
子や延滞金などです。

 21 市債 2,862,360 1,959,387 46.1 7.1 5.3

市の借金です。市の事業はできるだけ借入をせずに行
うことが原則ですが、将来の住民にも経費を分担させる
ことが平等である場合や、公共施設の整備など臨時的
に多額の費用が必要な場合などに財源とします。

合 計 40,205,000 36,897,000 9.0 100.0 100.0

県に納められた株式等譲渡所得税額のうち、3分の2程
度が市町村に交付されます。

消費税8％のうち、国に6.3％、地方に1.7％配分され、地
方分1.7％のうち半分が市町村に交付されます。3.41,258,841

0.127,677 ▲ 4.5

18.6

26,422

23,353

15,000

502,356

572,283

3.71,493,389

0.1

0.1

8.4

米軍基地、または自衛隊基地に使用させている固定資
産がある市町村に国が交付します。

県に納付された自動車取得税から徴税費を控除した額
の10分の7相当額が市町村に按分交付されます。0.012,807 82.3

1.5

0.1

1.4563,594

道路交通法の反則金から定められた経費を控除した額
が、市の交通安全対策のために交付されます。0.013,832 0.0

予算構成比
予算の説明款 28年度予算 27年度予算 伸率

2.9 1.1445,657 1.2433,170

571,917 1.4

市が実施する特定の事業によって利益を受ける者か
ら、経費の全部又は一部を徴収するものです。主なもの
に、保育料（児童福祉費負担金）などがあります。

市営住宅、体育施設など、市の財産を利用した受益者
から実費負担的に徴収するものが使用料で、各種証明
の発行など役務に対する経費を負担してもらうのが手数
料です。

1.412.2



●平成28年度　一般会計予算（歳出） （単位：千円、％）

28年度 27年度

  1 議会費 308,756 332,420 ▲ 7.1 0.8 0.9
議会を運営するための費用です。議員報酬や会議録
作成にかかる費用などが含まれます。

  2 総務費 6,051,392 5,958,629 1.6 15.1 16.2

全般的な管理事務、企画調整事務、財政・財務管理
事務に要する費用や財産の管理、戸籍、統計、徴
税、選挙、職員人事に必要な経費などが計上されま
す。

  3 民生費 19,018,923 16,889,530 12.6 47.3 45.8

民生費は、住民が一定水準の生活と安定した社会生
活を保障するために必要な経費です。社会福祉費、
児童福祉費、生活保護費などです。一般会計歳出の
約4割以上を占めています。

  4 衛生費 2,543,816 2,573,045 ▲ 1.1 6.3 7.0
市民が健康で衛生的な生活環境を保持するための経
費です。母子保健事業や住民検診などの保健衛生
費、ゴミ処理関連経費などの清掃費があります。

  5 労働費 126,545 124,926 1.3 0.3 0.4
シルバー人材センター事業、勤労青少年ホーム管理
費があります。

  6 農林水産業費 44,339 37,286 18.9 0.1 0.1
農業振興、畜産事務運営費などの農業費、林業緑化
振興などの林業費、水産業振興等の水産業費があり
ます。

  7 商工費 180,365 159,812 12.9 0.4 0.4

商工振興事務、空き店舗対策事業、小口資金融資貸
付事業等の商工振興費、はごろも祭り・カチャー
シー大会運営事業、観光振興協会強化対策事業等の
観光費などが計上されます。

  8 土木費 3,184,995 3,698,378 ▲ 13.9 7.9 10.0

道路の維持、新設、改良事業等の道路橋梁費、公共
施設管理運営費や公園整備事業等の都市計画費、市
営住宅の維持管理や事務運営を行う住宅費等が計上
されています。

  9 消防費 712,819 862,613 ▲ 17.4 1.8 2.3
消防が行う消火、防災、救急等の全ての活動に係る
経費です。消防団事務運営費も計上されます。

 10 教育費 5,741,958 3,849,949 49.1 14.3 10.4
小・中学校の義務教育に係る経費、幼稚園費、社会
教育費、保健体育費等教育関係の経費が計上されて
います。

 11 災害復旧費 18 18 0.0 0.0 0.0
災害によって生じた被害の復旧に要する費用を計上
する科目です。

 12 公債費 2,231,073 2,370,393 ▲ 5.9 5.6 6.4
市の借金の償還金です。市債の元金、利子償還金、
一時借入金の利子償還金をいいます。

 13 諸支出金 1 1 0.0 0.0 0.0
行政目的を有しない経費のみを計上する科目です。
普通財産取得費として1千円計上されています。

 14 予備費 60,000 40,000 50.0 0.1 0.1

予算外の支出又は予算超過の支出に充てるためのも
のです。予算は見積もりであることから、一年間の
間に執行との違いが生ずるのは必至であり、それを
想定した予備費の計上です。

合 計 40,205,000 36,897,000 9.0 100.0 100.0

款 28年度予算 27年度予算
予算構成比

伸率 予算の説明



●平成28年度　各会計予算 （単位：千円、％）

区 分 28年度予算 27年度予算 伸率

一般会計 40,205,000 36,897,000 9.0

国民健康保険特別会計 14,364,852 14,564,623 ▲ 1.4

下水道事業特別会計 1,631,662 1,714,797 ▲ 4.8

宇地泊第二土地区画
整理事業特別会計

524,734 611,779 ▲ 14.2

佐真下第二土地区画
整理事業特別会計

375,286 358,374 4.7

介護保険特別会計 5,740,577 5,326,542 7.8

後期高齢者医療
特別会計

847,289 864,221 ▲ 2.0

合　計 63,689,400 60,337,336 5.6

介護保険事業に関する会計。主な収入は、保険料、支払基金交付金、国庫
支出金、県支出金、一般会計繰入金です。

佐真下地区の区画整理に関する会計。公共施設管理者負担金、国庫支出
金、一般会計繰入金、保留地処分金、市債が主な収入となっています。

平成20年4月1日より開始した、後期高齢者医療制度に関する会計。後期高
齢者医療保険料、一般会計繰入金が主な収入です。

宇地泊地区の区画整理に関する会計。保留地処分金、基金繰入金、一般会
計繰入金が主な収入となっています。

宜野湾市の下水道事業の円滑な運営とその経理の適正を図るための会
計。主な収入は、使用料、国庫支出金、一般会計繰入金です。

市の行う国民健康保険事業に関する会計。国民健康保険税、国庫支出金、
一般会計繰入金が主な収入です。

各会計予算の説明

地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅した会計。特別会計で計
上される以外のすべてが計上されます。


